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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 13,239 ― 1,479 ― 1,356 ― 730 ―
20年3月期第1四半期 13,052 0.9 1,523 15.8 1,364 19.9 771 15.8

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期純利
益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 6.56 ―
20年3月期第1四半期 6.93 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 97,162 24,387 24.9 217.57
20年3月期 97,983 23,700 24.1 211.89

（参考） 自己資本  21年3月期第1四半期  24,216百万円 20年3月期  23,585百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 2.00 ― 2.00 4.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 25,616 ― 1,729 ― 1,365 ― 826 ― 7.43
通期 51,390 △3.5 3,138 △23.7 2,385 △31.5 1,364 32.6 12.26

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．業績予想につきましては、現時点で得られた情報にもとづいて算定しております。従って、実際の業績は業況の変化などにより記載の予想とは異なる場合がありま
す。なお、上記業績予想については、前回発表時（平成20年5月15日）の予想を変更しておりません。 
  業績予想に関する事項は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 ３．連結業績予想に関する定性的情報をご参照ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期 111,652,992株 20年3月期 111,652,992株
② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期 349,833株 20年3月期 343,510株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期 111,306,886株 20年3月期第1四半期 111,366,228株



【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格をはじめとする原材料価格の高騰を背景として企業収益

が急速に悪化するとともに、個人消費の伸びも鈍化するなど先行き不透明感が強まるうちに推移しました。

　このような情勢のなかで、当社グループでは４月18日からの「姫路菓子博2008」開催にあわせ、運輸・流通業におい

て増収策を講じるとともに、経費の削減にも引き続き取り組みました。

　当第１四半期におきましては、外部顧客に対する営業収益は13,239百万円と前年同期に比べ186百万円(1.4％)の増収

となったものの、安全投資に係る費用の増加等もあり営業利益は1,479百万円と前年同期に比べ43百万円(2.9％)の減益、

経常利益は1,356百万円と前年同期に比べ8百万円(0.6％)の減益、四半期純利益は730百万円と前年同期に比べ41百万円

(5.3％)の減益となりました。

　運輸業におきましては、鉄道事業では、沿線企業の活況を受け、４月14日から荒井駅に平日の朝夕ラッシュ時間帯に

直通特急を停車させるダイヤ変更を実施して、通勤旅客の利便性向上を図りました。また、「姫路菓子博2008」の開催

にあわせ、ラッピング電車を運行したほか、割引往復乗車券を発売するなど、旅客誘致とさらなる増収に努めました。

運輸業全体では、鉄道事業において通勤旅客収入が堅調に推移したことに加え、「姫路菓子博2008」やテレビＣＭ効果

により須磨地区等の沿線行楽地への定期外旅客が増加するなどした結果、外部顧客に対する営業収益は5,021百万円と

前年同期に比べ99百万円(2.0％)の増収となりましたが、安全投資に係る費用の増加等により営業利益は926百万円と前

年同期に比べ71百万円（7.2％）の減益となりました。

 

　流通業におきましては、株式会社山陽百貨店において、「日本一生き生きとした百貨店」をめざし、販売力と商品力

のさらなる強化と経費の効率化に向けた取り組みを進めるとともに、「姫路菓子博2008」にも出店するなど、機をとら

えた営業活動を積極的に展開し、収益の向上に努めました。流通業全体では、食料品の売上が好調であったことなどか

ら、外部顧客に対する営業収益は6,527百万円と前年同期に比べ0百万円(0.0％)の増収、営業利益は141百万円と前年同

期に比べ63百万円(82.6％)の増益となりました。

　不動産業におきましては、大阪府枚方市で分譲マンション「エスコート枚方岡山手センテニアル」の販売を進めたほ

か、大阪府門真市および神戸市中央区において新たに分譲マンション「エスコート・ランズ門真元町」、「エスコート

みなと元町海岸通」のモデルルームをそれぞれオープンさせるなど、事業の拡大に努めました。また、新たな安定収益

基盤を整備するため、保有土地の有効活用にも取り組みました。不動産業全体では、「エスコート枚方岡山手センテニ

アル」の分譲収入が寄与した結果、外部顧客に対する営業収益は569百万円と前年同期に比べ27百万円(5.1％)の増収と

なりましたが、売上原価の増加等により営業利益は266百万円と前年同期に比べ23百万円(8.1％)の減益となりまし

た。

　レジャー・サービス業におきましては、神戸市中央区においてファーストフード店舗の営業を新たに受託するなど事

業の拡大に努めました。レジャー・サービス業全体では、神戸市西区のゴルフ練習場の運営受託にかかる収入が寄与し

た結果、外部顧客に対する営業収益は684百万円と前年同期に比べ44百万円(6.9％)の増収、営業利益は53百万円と前年

同期に比べ10百万円(25.1％)の増益となりました。

　その他の事業におきましては、一般労働者派遣業や設備の整備業などにおいて新たな外部顧客の確保に努めた結果、

外部顧客に対する営業収益は437百万円と前年同期に比べ14百万円(3.5％)の増収となりましたが、経費の増加により営

業利益は53百万円と前年同期に比べ24百万円(31.2％)の減益となりました。

 

２．連結財政状態に関する定性的情報

　第1四半期の総資産は、前期末に比べて821百万円減少し、97,162百万円となりました。また、純資産は前期末に比べ

て686百万円増加し、24,387百万円となり、自己資本比率は24.9％となりました。

　増減の主な内訳は、資産の部では現金及び預金が825百万円、受取手形及び売掛金が630百万円それぞれ減少し、また、

建設仮勘定が503百万円増加しております。負債の部では長期借入金が1,758百万円減少、長期前受工事負担金が400百

万円増加しております。また、純資産の部では、利益剰余金が507百万円増加しております。

 

３．連結業績予想に関する定性的情報

　現時点においては、平成20年５月15日に公表しました業績予想に変更はございません。
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　一般債権の貸倒実績率等が、前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結

会計年度決算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して、一般債権の貸倒見積高を算定しており

ます。

 

②　たな卸資産の評価方法

　棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定しております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行っております。

 

③　繰延税金資産の回収可能性の判断

　前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前

連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成19年3月14日　企業

会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成19年3月14

日　企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結

財務諸表を作成しております。

 

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、分譲土地建物については個別法による原価法から個別法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法）に、仕掛品及び貯蔵品については移動平均法による原価法から移動平均法による

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に、商品については売価還元法による原価法から売価還元法に

よる原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）にそれぞれ変更しております。

　これにより、期首時点で保有していたたな卸資産に係る簿価切下げ額５７百万円を特別損失として計上してお

ります。

　なお、従来の方法に比べ営業利益及び経常利益は１２百万円、税金等調整前四半期純利益は６９百万円それぞ

れ減少しております。

 

③　リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４

月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、

当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、これによる損益への影響は軽微であります。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,026 5,851

受取手形及び売掛金 2,351 2,981

有価証券 － 10

商品 1,532 1,434

分譲土地建物 6,688 6,561

仕掛品 12 6

貯蔵品 270 264

繰延税金資産 530 540

その他 1,174 966

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 17,580 18,611

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 33,077 33,253

機械装置及び運搬具（純額） 4,547 4,693

土地 17,250 17,250

リース資産（純額） 20 －

建設仮勘定 9,952 9,448

その他（純額） 1,112 1,159

有形固定資産合計 65,960 65,805

無形固定資産 441 458

投資その他の資産   

投資有価証券 3,276 3,065

長期貸付金 35 43

長期前払費用 8,488 8,562

繰延税金資産 192 200

その他 1,215 1,266

貸倒引当金 △28 △29

投資その他の資産合計 13,179 13,108

固定資産合計 79,581 79,372

資産合計 97,162 97,983



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,109 7,010

短期借入金 8,114 8,371

未払法人税等 543 373

繰延税金負債 0 －

賞与引当金 143 90

役員賞与引当金 － 30

商品券等使用引当金 365 389

その他 8,119 8,269

流動負債合計 24,396 24,533

固定負債   

社債 6,000 6,000

長期借入金 19,328 21,087

繰延税金負債 914 827

退職給付引当金 2,148 2,228

長期前受工事負担金 10,164 9,764

受入敷金保証金 6,561 7,137

その他 3,261 2,703

固定負債合計 48,378 49,749

負債合計 72,774 74,283

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,090 10,090

資本剰余金 6,850 6,850

利益剰余金 6,537 6,029

自己株式 △96 △94

株主資本合計 23,382 22,876

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 834 708

評価・換算差額等合計 834 708

少数株主持分 171 115

純資産合計 24,387 23,700

負債純資産合計 97,162 97,983



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業収益 13,239

営業費  

運輸業等営業費及び売上原価 10,221

販売費及び一般管理費 1,538

営業費合計 11,760

営業利益 1,479

営業外収益  

受取利息 1

受取配当金 23

持分法による投資利益 0

雑収入 84

営業外収益合計 109

営業外費用  

支払利息 195

雑支出 36

営業外費用合計 232

経常利益 1,356

特別利益  

貸倒引当金戻入額 1

特別利益合計 1

特別損失  

販売用不動産評価損 57

固定資産除却損 0

特別損失合計 57

税金等調整前四半期純利益 1,299

法人税、住民税及び事業税 490

法人税等調整額 20

法人税等合計 511

少数株主利益 57

四半期純利益 730



 
 
 
 
 
 

 

（3） 継続企業の前提に関する注記 
 

該当事項はありません。 
 
 
（4） セグメント情報 
 
〔事業の種類別セグメント情報〕 
 
当四半期 （平成 21 年 3 月期第 1 四半期） （単位：百万円） 

  
運 輸 業 流 通 業 不動産業

レ ジ ャ ー ・

サービス業
そ の 他

の 事 業
計 消 去 又 は

全 社
連 結

 
営 業 収 益 及 び 
営 業 損 益 

   
 

    

（1） 
 

外 部 顧 客 に 
対 す る 営 業 収 益 

 
5,021 

 
6,527 

 
569 

 
684 

 
437 

 
13,239 

 
―― 

 
13,239 

（2） 
 

セグメント間の内部営業収益            
又 は 振 替 高 

 
186 

 
22 

 
88 

 
26 

 
347 

 
672 

 
（672） 

 
―― 

 計 5,208 6,549 658 710 784 13,911 （672） 13,239 

 営 業 利 益 926 141 266 53 53 1,441 37 1,479 

 
 
（5） 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 
 

該当事項はありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



[参考情報]

前第1四半期に係る財務諸表等

（1）（要約）四半期連結損益計算書

営業収益 13,052

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 9,996

販売費及び一般管理費 1,533

営業費合計 11,529

営業利益 1,523

営業外収益

受取利息 6

受取配当金 22

持分法による投資利益 0

雑収入 93

営業外収益合計 122

営業外費用

支払利息 215

雑支出 65

営業外費用合計 280

経常利益 1,364

特別利益 2

特別損失 -

税金等調整前四半期純利益 1,367

法人税、住民税及び事業税 504

法人税等調整額 73

少数株主利益 17

四半期純利益 771

科      目
前第1四半期連結会計期間

（自　平成19年4月1日～

　　　 平成19年6月30日）



 
 
 
 
 
 

 

（２）セグメント情報 
〔事業の種類別セグメント情報〕 
 
前年同四半期 （平成 20 年 3 月期第 1 四半期）                                        （単位：百万円） 

  
運 輸 業 流 通 業 不動産業

レ ジ ャ ー ・

サービス業
そ の 他

の 事 業
計 消 去 又 は

全 社
連 結

 
営 業 収 益 及 び 
営 業 損 益 

   
 

    

（1） 
 

外 部 顧 客 に 
対 す る 営 業 収 益 

 
4,921 

 
6,526 

 
541 

 
640 

 
422 

 
13,052 

 
―― 

 
13,052 

（2） 
 

セグメント間の内部営業収益            
又 は 振 替 高 

 
191 

 
21 

 
107 

 
24 

 
457 

 
801 

 
  （801） 

 
―― 

 計 5,112 6,548 649 664 879 13,854 （801） 13,052 

 営 業 利 益 998 77 290 42 78 1,486 36 1,523 
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